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006 
大分と東京とを結ぶ事業継続計画 
データバックアップを顧客にも働きかける 

取組主体【掲載年】 法人番号 事業者の種類【業種】 実施地域 

株式会社エイビス 
【平成 27年】 

2320001000601 その他防災関連事業者 
【情報通信業】 

大分県 

 取組の概要 

 大分本社と東京支店と連携させた事業継続計画 

 ソフトウェア開発等を行っている株式会社エイビスでは、

東日本大震災を機に、大分本社と東京支店を連携させ、両

者による「事業継続計画」を策定した。 

 「負傷者を出さない、解雇者を出さないこと」、 「大規模災

害時における中核事業の復旧時間20日以内」、 「大分、東

京間の資産  システムを含むデータ）の冗長化し、顧客サ

ービスの確保を図る」の 3 点を基本方針とし、マニュアル

に沿った、定期訓練を行うことによって大規模自然災害に対する企業・社員自身の災害対応力

の向上を図っている。 

 

 取組の特徴（特色、はじめたきっかけ、狙い、工夫した点、苦労した点） 

 東日本大震災をきっかけに取組を始める 

 東日本大震災時、同社の取引先において、大切な社員や設備を失った企業や、事業復旧の遅れか

ら事業縮小し従業員を解雇した企業等が発生した。また同社の東京支店社員においても、帰宅

困難となったことをきっかけに、大分での就業を希望し地元に戻る事例が発生した。このこと

から、大規模自然災害への事前対策の重要性を感じ、事業継続計画の策定の取組を始めた。 

 まず、代表者を本部長としたBCP Business Continuity Plan：事業継続計画）の代表メンバ

ー4名を選定し  その他各部署から ：大分 8名、東京2名）、基本方針、事業継続対応、インシ

デント対応、運用支援、管理活動に関するBCPマニュアルを作成した。 

事業継続計画を運用する上での苦労 

 BCP マニュアルを策定はしたものの、実際の運用となると計画どおりにはいかないということ

を痛感している。例えば、大分と東京で地理的に離れているため、互いに現地の状況  地震や台

風の緊急度）が把握しにくく、計画どおりに安否確認メールの発信ができなかったこと等があ

った。 

 本社側の権限を東京に一部移すなど、より実践的なBCPへの変更を現在検討しているところで

ある。また今後の課題として、「備蓄すべき備蓄品の定期的な費用確保と保管管理  マニュアル

に定める備蓄品 ：28品目）」、 「 災害情報収集先』や  従業員携帯カード』等をコンパクトにす

▲事業継続計画説明会の様子 



 

初動体制の構築  国土強靱化 民間の取組事例 006 

る」、 「定期訓練を計画どおりに行い、 災害は来る』という一定の認識を維持する」などを認識

しており、今後の取組に生かしていく予定である。 

 

 取組の平時における利活用の状況 

 自社システムのバックアップを顧客にも活かす 

 自社の事業継続計画の一環として、大分本社の情報と東京支店の社内データを相互にバックア

ップを取って補完し合えるようにした。そして、どちらかが被災しても片方に完全な  最新の）

データが保管されているよう同期を確実にした。 

 大分本社と東京支店間でのデータバックアップの仕組を、顧客と大分本社、もしくは顧客と東

京支店の間にも応用することで、顧客の事業継続支援へと横展開している。なお、顧客の事業継

続支援として、これまで同社で培ってきたデータのバックアップシステムをクラウド化させる

ことにより、非常時でも端末があればデータの確認ができるサービスを始めている。 

 顧客にデータバックアップの重要性を改めて案内するため、リーフレットを作成し、全ての顧

客への訪問都度に説明を行った。特に水質データ、大気観測データ等過去データに重きを置く

システムを利用する顧客には、提携先のデータセンターを活用したバックアップを促している。 

普段から安否確認に活用することで、災害時の実効性を高める 

 BCPマニュアルは、大分本社の 2か所、東京支店の 1か所に常設し、誰でもが見ることができ

るようにしている。また、毎年 3 月、9 月に避難訓練を実施している 社員へのメール発信、

出張者 ・移動者の安否確認、避難場所への移動）。これにより、社員のメールアドレスの変更有

無等を確認している。 

 また台風発生時等においても、公共交通機関への影響度合いを考慮した安否確認を行ってい

る。 

 

 防災・減災以外の効果 

  営業面において、顧客システムの保守項目にバックアップの項目を追加したことで事業範囲が

拡大したほか、顧客のバックアップシステム構築を受注するなど売上増大につながっている。 

 

 今後の課題・今後の展開など 

  大分県内にも被害が発生した平成 28 年熊本地震の際には、被災地域の顧客や導入先へ連絡対

応を行った。避難生活をしている各顧客と情報交換ができないこともあったため、自治体、医療

機関は優先的に連絡対応を行う必要があると感じたため、適切な対応ができよう BCPマニュア

ルを変更することしている。 
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 周囲の声 

  もともと大分県のニュービジネス発掘・育成事業の認定等で同社とは付き合いがあり、県とし

ても平成 24 年から BCP 策定マニュアルを HP に掲載するなど、民間企業の強靱化に資する取

組を推進する中で同社にBCP策定のお声がけをした。また、同社は臨海部に立地していたこと

から、その移転についても助言し、平成 27 年 3 月に移転に至った。今後も民間企業への支援

を拡大させていく予定である。 地方公共団体） 

 

 


